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第１章 計画の社会的背景 
 

１．沿革 

■世界の動向 

昭和５４年（１９７９年）第３４回国連総会で採択された「女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」では、女子差別は「権利の平

等の原則及び人間の尊厳の尊重の原則に反するものである。」と明記されています。 

【主なもの】 

☆ 国際婦人年 昭和50年（1975年） 

☆ 女子差別撤廃条約（女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約） 

国連での採択年月日 昭和54年（1979年）12月18日 

日本での批准年月日 昭和60年（1985年） 6月25日 

 

■国の動向 

わが国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等

の実現に向けた様々な取り組みが、国際社会における取り組みと連動しつつ、着実に

進められてきました。 

平成１１年（１９９９年）６月には、男女の人権が尊重され、かつ社会経済情勢の

変化に対応できる、豊かで活力ある社会を実現するために「男女共同参画社会基本

法」が制定され、平成２７年（２０１５年）に第４次プランが策定されています。 

【主なもの】 

☆ 女性週間 4月10日～16日 

わが国の女性が初めて参政権を行使した日「昭和21年(1946年)4月10日」

を記念して定めた一週間 

☆ 男女共同参画社会基本法 平成11年(1999年)6月23日公布、施行 

☆ ストーカー行為等の規制等に関する法律 平成12年(2000年)11月24日施行  

☆ 男女共同参画基本計画 平成 12年(2000年)12 月 12 日策定決定 

☆ 内閣府男女共同参画推進本部、男女共同参画会議設置 平成13年(2001年)１月 

☆ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律  

平成13年(2001年)10月13日施行 

☆ 第２次男女共同参画基本計画 平成 17年(2005 年)12 月 27 日閣議決定 

☆ 第３次男女共同参画基本計画 平成 22年(2010 年)12 月 17 日閣議決定 

☆ 第４次男女共同参画基本計画 平成 27年(2015 年)12 月 25 日閣議決定 

 



- 4 - 

 

■県の動向 

 

香川県においても、女性の活躍推進の人権が保障され、あらゆる分野に男性ととも

に参画していくために、家庭や職場、地域において、さまざまな差別の原因について

考え、男女がともに意識と行動を変えていくために、平成2年5月策定の「香川県21

世紀長期構想」に男女共同参画の促進を明示しました。平成２７年１２月には第３次

かがわ男女共同参画プランが策定されています。 

 

【主なもの】 

☆ 香川県男女共同参画推進委員会  平成13年(2001年)2月設置 

☆ かがわ男女共同参画プラン 平成 13 年(2001年)11 月策定 

☆ 香川県男女共同参画推進条例  平成14年(2002年)4月施行 

☆ かがわ男女共同参画プラン（後期計画） 平成 18 年(2006 年)3 月策定 

☆ 第２次かがわ男女共同参画プラン 平成 23年(2011 年)10 月策定 

☆ 第３次かがわ男女共同参画プラン 平成 27年(2015 年)12 月策定 
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第 2章 計画の基本的な考え方 
 

１．計画策定の趣旨 

 男女共同参画社会基本法では、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意

思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男

女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会」を男女共同参画社会としています。 

多度津町では平成２２年度（2010 年）に、男女が共に住みやすく、いきいきと

活動しやすい男女共同参画社会の形成を目指して、「たどつ男女共同参画プラン」

（計画期間平成（22 年度～27 年度）を策定しました。現在この計画の趣旨に沿っ

て、多度津町の男女共同参画社会形成を実現するための施策を推進しているところ

です。 

この度、このプランの計画期間が終了することに伴い、町民・事業所に対して意

識調査を行い、少子高齢化や急速に変化する社会経済情勢など、時代に対応した男

女共同参画プランへの改訂を行います。 

 

２．計画の位置づけ 

 この計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第 3 項の規定に基づき策定するも

のであり、本町における男女共同参画社会の形成の実現に向けた施策についての基

本的な計画です。また同時に、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（女性活躍推進法）第６条第２項に規定される「市町村推進計画」及び配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（DV法）第２条の３第３項に規定

される「市町村基本計画」として位置づけられるものです。 

策定にあたっては、国の「第４次男女共同参画基本計画」及び香川県の「かがわ

男女共同参画プラン」などを踏まえるとともに、「第６次多度津町総合計画」など

関連計画との整合性を図りながら策定します。 

 

３．計画の期間 

 平成２８年度（2016 年）から平成３２年度（2020 年）までの５年間としま

す。ただし、国の動向や社会情勢の変化に対応するため、必要に応じて見直しを行

うものとします。 
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４．計画の体系 

【基本目標】 【重点目標】 【施策の方向】 

Ⅰ 男女共同

参画社会の

実現に向け

た社会基盤

づくりの推

進 

１ 意識改革及び社会に

おける制度や慣行の見

直しの促進 

１ 人権尊重を基盤とした広報・啓発活

動の推進 

２ 男女共同参画に関する調査研究及び

情報収集・整備・提供 

３ メディア等における男女共同参画の

視点での表現 

２ 男女共同参画を推進

し、多様な選択を可能

にする教育・学習機会

の充実 

１ 学校・保育所等における男女共同参

画の推進と充実 

２ 生涯学習における男女共同参画の推

進と充実 

Ⅱ あらゆる

分野におけ

る男女共同

参画の推進 

 

３ 政策・方針決定過程

への女性の参画の拡大 

 

１ 政策・方針決定過程への女性の参画

の促進 

２ 人材の養成と情報・資料の収集・整

備・提供 

４ 男女の仕事と生活の

調和が図れる環境づく

り 

 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進 

２ 地域における子育て・介護支援の充

実 

３ 男性の子育てへの啓発活動の推進 

５ 雇用等の分野におけ

る男女の均等な機会と

待遇の確保 

１ 働く男女の活躍推進 

２ 雇用の分野での男女の均等な機会と

待遇確保対策の推進 

３ 働く男女の健康管理対策の推進 

４ 多様な生き方・多様な能力の発揮を

可能にする雇用環境等の整備 
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６ 防災・災害時におけ

る男女共同参画の推進 

１ 防災分野における女性の参画拡大 

２ 防災対策・避難所の運営・相談支援

などへの女性の視点の確保 

７ 地域における男女共

同参画の推進 

１ 幅広い年齢層の男女の地域活動への

参画推進 

８ 国際的視点に立った

男女共同参画の推進 

１ 国際的視点に立った男女共同参画の

推進 

９ 農山漁村での男女共

同参画の推進 

１ 女性の主体的な経営参画推進 

Ⅲ 男女の安

全・安心対

策の推進 

 

１０ 男女間のあらゆる

暴力の根絶 

１ 男女間の暴力の問題に関する広報・啓

発 

２ 男女間の暴力の防止及び被害者支援

の推進 

３ 児童虐待防止に向けた対策の推進 

４ セクシュアル・ハラスメントやマタ

ニティ・ハラスメントなどの防止対策

の推進 

１１ 生涯を通じた女性

の健康支援 

１ 生涯を通じた女性の健康支援 

１２ 困難を抱えたあら

ゆる人々が安心して暮

らせる環境の整備 

１ 貧困など生活上の困難に直面する人

への支援 

２ 高齢者・若年者・障害者等への支援 

Ⅳ 推進体制

の強化 

１３ 推進体制の強化 １ 男女共同参画推進会議の充実 

２ 庁内推進体制の強化 

３ プランの進行管理の強化 
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■ 計画を読むにあたって 

 

（１）「基本目標」 

  男女共同参画社会の実現に向けて、解決すべき４つの基本目標です。 

（２）「目標値」 

  数値化が可能で、且つ定期的に計ることができる項目に関して、目標値を設定し

ています。 

（３）「施策の方向」 

  目標の達成に向けたそれぞれの施策のねらいを明記しています。 

（４）「具体的な取組み」と「取組みの内容」 

  施策を推進するための個々の事業を包括的にとらえ、まとめました。 

（５）「実施区分」 

  具体的な取組みには、実施区分を設けています。計画期間の中でどのように実施

されるかを表しています。 

 

Ａ 実施中 

Ｂ ２９年度までに実施 

Ｃ ３１年度までに実施 
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第 3章 計画の内容 

【基本目標Ⅰ】 男女共同参画社会の実現に向けた 

社会基盤づくりの推進 

 社会制度や慣行は、性別による区別を特別設けていない場合でも、結果的

に男女平等になっていないことがあります。男女共同参画社会の実現に向けて

の大きなハードルのひとつは、人々の意識の中に長い時間をかけて形成されて

きた性別に基づく固定的な役割分担意識です。平成２７年度に実施した町民ア

ンケートで「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方につい

て尋ねたところ、男女とも「そう思う」・「どちらかといえばそう思う」と答

えた人が約半数を占めていました（図表１）。また家庭生活におけるパートナ

ー間の役割分担についてもバラツキはあるものの、年齢が高いほど家事や育児

に関して女性が担う役割が大きい傾向が見受けられます。（図表２） 

 男女が性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画

社会を実現するためには、固定的な性別役割分担意識の解消をはじめ、男女共

同参画について町民一人ひとりが理解することが重要です。 

前述の町の現状を踏まえ、男女共同参画の具体的な課題解決につながる広

報・啓発、教育・学習の推進に積極的に取り組んでいきます。 

 

図表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【H27男女共同参画に関する住民アンケート調査 問２ N=354】 
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図表２ 家庭生活でのパートナー間の役割分担はどのようになっていますか？ 

 

 

【目標値】 

内 容 現状値(H26実績) 目標値(H32) 

広報誌への男女共同参画関連記事

の掲載 
１回 ２回 

人権研修会・講演会の開催 2回 2回 

人権・同和問題研修会等への町民

の参加人数 
100人 110人 

避難所等の運営訓練 0回 1回 

 

 

 

男女共同参画社会をめざした法律や制度の整備が進み、女性の社会進出が増

え、男性の家事参加や育児休業取得が奨励されるなど、少しずつ男女平等の意

識は浸透しつつあります。性別役割意識の払拭に向け、多様な機会、場面を活

用して、男女共同参画の基礎的な概念について理解し、新たな法律や制度など

について住民に向けた広報・啓発活動などに取り組みます。 

【H27男女共同参画に関する住民アンケート調査 問 F4-2 N=354】 

 

■ 重点目標１ 意識改革及び社会における制度や慣行の見直しの促進 
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施策の方向１ 

人権尊重を基盤とした広報・啓発活動の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

広報誌にて啓発、周

知等を掲載 

国や県、各団体の取組み、本

町の方針等を掲載する 
町長公室 Ｂ 

研修会・講演会の開

催 

関係団体と共同で人権研修

会・講演会を開催する 
福祉保健課 Ａ 

機会を捉えた啓発の

実施 

人権週間等の機会を捉えて広

報啓発を行う 
福祉保健課 Ａ 

人権啓発パンフレッ

トの作成 

仲多度郡人権・同和施策連絡

協議会において、人権パンフ

レット「心と心」を作成する 

教育課 A 

 

施策の方向２ 

男女共同参画に関する調査研究及び情報収集・整備・提供 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

各種人権研修会等へ

の参加 

町・県・関係団体が実施する

研修会・講演会へ積極的に参

加すると伴に、所管する団体

へも参加要請を行う 

教育課 A 

 

施策の方向３ 

メディア等における男女共同参画の視点での表現 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

メディア等における

表現のガイドライン

作成 

町の印刷物などのメディア

で、文言・イラストなど表現

全般について男女共同参画の

視点を徹底するため、注意点

などを解説した手引きを作成

し、周知する 

政策企画課 Ｃ 
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 男女平等意識を育むには、幼少期から成長段階に応じて多様な学習機会を通

じて学んでいくことが大切です。学校・保育所等のみならず、男女共同参画に

関する認識を社会に出てからも深められるよう、さまざまな機会を活用した学

習環境の充実を図ります。 

 

施策の方向１ 

学校・保育所等における男女共同参画の推進と充実 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

人権尊重に関する教

職員の研修機会の充

実 

多度津町幼・小・中学校人権・

同和教育研究会への補助金の

支出及び臨地研修を実施する 

教育課 A 

 

施策の方向２ 

生涯学習における男女共同参画の推進と充実 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

女性セミナーの実施 
公民館事業として「女性セミ

ナー」を実施する 
教育課 A 

地域活動団体への支

援 

多度津町婦人連絡協議会への

補助金を支出する 
教育課 A 

 

 

 

 

 

■ 重点目標２ 男女共同参画を推進し、多様な選択を可能にする 

教育・学習機会の充実 
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【基本目標Ⅱ】 あらゆる分野における男女共同参画の推進 

 活力ある社会や経済を創造していくためには、さまざまな人材の能力を活用

し、新たな視点や発想を取り入れていくことが重要です。 

しかし現状では政治をはじめ、企業や地域活動においても、女性の意思決定

過程への参画が必ずしも十分とはいえない状況です。 

住民アンケートで「女性がより方針決定の過程に参画するために必要なこ

と」を尋ねたところ「男性優位の組織運営を変えること」が男女共に第１位、

続いて「家庭・職場・地域における性別による役割分担や性差別の意識をなく

すこと」が第２位となりました。（図表３）この結果も踏まえ、本町において

も審議会等をはじめとした様々な意思決定過程の場へ女性の参画が進むように

取り組んでいきます。 

 

図表３ あなたは今後女性がより方針決定の過程に参画するためには、どのよ

うなことが必要だと思いますか？ 

 

 

 

【H27男女共同参画に関する住民アンケート調査 問 22 N=女性 207、男性 140】 
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【目標値】 

内 容 現状値(H26実績) 目標値(H32) 

多度津町における各種審議会委員へ

の女性の登用率 
15.3％ 30％ 

マタニティ教室に夫婦で参加した人

の割合 
14％ 20％ 

保育制度・子育て支援制度の事業費 13,600 千円 24,000 千円 

放課後児童クラブの受け入れ人数 4年生以上 11人 4 年生以上 166人 

家庭介護教室（介護技術の講習会）の

参加者数 
41人 50人 

おしどり会（認知症の方の介護者の交

流会）の参加者数 
57人 65人 

家庭教育学級の実施回数 11回 15回 

就学前保護者啓発事業の実施回数 4回 8回 

放課後子ども教室の実施日数 59日 100日 

放課後子ども教室の参加者数 1,000 人 1,800 人 

小学校への外国語指導助手の派遣時

間 
48時間 96時間 
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 政策・方針決定過程への女性参画を促進するため、町の方針を決定する際の

審議会委員等への女性登用を推進するとともに、女性人材の養成・発掘に努め

ます。 

 

施策の方向１ 

政策・方針決定過程への女性の参画の促進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

各種審議会委員等へ

の女性の登用促進 

審議会委員への女性登用に向

けた啓発・審議会委員の推薦

元団体への協力依頼 

全課 Ａ 

 

施策の方向２ 

人材の養成と情報・資料の収集・整備・提供 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

女性リーダーの養成

と発掘 

人材育成と活躍のための情報

と学習機会を提供する 
政策企画課 C 

女性の人材に関する

情報収集 

女性の人材に関する情報を収

集し、データベース化を図る 
政策企画課 C 

 

 

 

 

 

 

■ 重点目標３ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
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町内事業所を対象とした次世代育成対策推進法への理解や男性の育児・介護

休業取得率の向上に向けた普及・啓発に努めるとともに、男女が共に就業を継

続できるように、子育てや介護を地域で支えるための環境づくりを進めます。 

 

施策の方向１ 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

ワーク・ライフ・バラ

ンスに関する啓発・

情報提供 

ワーク・ライフ・バランスの

考え方や、多様な選択肢の存

在、それを支える法制度やサ

ービスについての啓発・情報

提供を行う 

政策企画課 Ａ 

子育て環境整備と県

施策との連携 

子育て分野に係る香川県によ

る啓発活動に協力するととも

に、子育て施策の充実に努め

る 

福祉保健課 Ａ 

 

施策の方向２ 

地域における子育て・介護支援の充実 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

親子参加できる子育

て広場の開催 

家族で参加し、子どもと触れ

合う時間を増やしたり、遊び

方を学ぶ機会の提供を行う 

保健センター Ｂ 

保育の充実 
保育施設や各種子育て支援事

業の推進を行う 
福祉保健課 Ａ 

家庭介護教室の開催 
介護技術の講習会を年に１度

開催する 
福祉保健課 Ａ 

■ 重点目標４ 男女の仕事と生活の調和が図れる環境づくり 
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おしどり会の開催 
認知症の方の介護者の交流会

を年６回開催する 
福祉保健課 Ａ 

乳幼児等医療費助成

対象者の負担軽減 

全ての該当者に対して医療費

の現物給付化を行う 
住民課 Ｂ 

ひとり親家庭医療費

助成対象者の負担軽

減 

 

 

 

全ての該当者に対して医療費

の現物給付化を行う 
住民課 Ｂ 

児童生徒への就学援

助 

貧困等、生活上の困難を抱え

ている小学校・中学校へ就学

する児童生徒に対し、就学援

助を行う 

教育課 A 

家庭教育学級の実施 

社会的活動を行う地域の人材

を活かしながら、また、学校

等の実情や課題に沿った家庭

教育学級を実施する 

教育課 A 

幼稚園での預かり保

育の実施 

保育時間終了後、幼稚園の管

理下において希望する在園児

を預かり、保育することによ

り保護者の子育てを支援し、

併せて幼児の心身の健全な発

達を図る 

教育課 A 

放課後子ども教室の

拡充 

地域の指導力を活用し、放課

後及び休日の等の児童の居場

所づくりを提供する 

教育課 A 

就学前保護者啓発活

動の実施 

学齢期の保護者だけでなく、

就学前の子どもを持つ保護者

を対象に早期から家庭教育や

子育ての仕方について、学習

機会や情報を提供する 

教育課 A 
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施策の方向３ 

男性の子育てへの啓発活動の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

男性の育児休暇等取

得促進に向けた啓発 

男性の育児休業制度等の利用

を促進するため、町内事業所

に向けて啓発を行う 

政策企画課 A 

マタニティ教室の開

催 

子育てに関する知識の普及や

沐浴実習を実施。男性も参加し

やすい日曜日に開催する 

保健センター A 

母子健康手帳交付時

の「お父さんの子育

てメモリー」配付 

啓発資材として配付している

のみであるため、今後活用方法

について指導を行う 

保健センター A 

様々な媒体を通じた

啓発の実施 

広報、ホームページ等を活用し

て啓発活動を行う 
福祉保健課 B 

おやじ力向上事業 

「食」に関する事業を実施する

ことによって、父親等の役割の

重要性や責任について一層の

自覚を促し、家庭教育に積極的

に参加する契機とする 

教育課 A 
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雇用条件や就労環境の改善、性別による格差や固定的な役割分担意識を見直

し、職場における男女の均等な雇用機会と待遇の確保を図るとともに、男女が

性別に関わりなく能力を十分に発揮し、健康に働くことができる環境づくりに

向け、啓発を行います。 

 また自分にあった様々な条件、形態での就労・再就職ができる環境の整備を

図ります。 

 

施策の方向１  

働く男女の活躍推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

女性活躍推進法及び

本プランの啓発 

町内事業所に向け、女性活躍

推進法及び第２次たどつ男女

共同参画プランについて啓発

を行う 

政策企画課 Ａ 

 

施策の方向２  

雇用の分野での男女の均等な機会と待遇確保対策の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

労働に関する法制度

の周知徹底 

育児休業制度など、労働に関

する法制度の周知協力を町内

事業所に要請する 

政策企画課 C 

事業所によるポジテ

ィブアクションの取

り組み促進 

事業所による積極的改善措置

（ポジティブアクション）の

取り組みの促進を図る 

政策企画課 C 

 

 

 

■ 重点目標５ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 
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施策の方向３  

働く男女の健康管理対策の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

各健（検）診の受診機

会の拡大 

休日健（検）診の実施、健（検）

診実施機関の拡充、節目の無

料検診を実施する 

保健センター A 

各健康教室・健康相

談の実施 

健康づくりに関する知識の普

及・啓発及び運動教室を実施

する 

保健センター A 

 

施策の方向４  

多様な生き方・多様な能力の発揮を可能にする雇用環境等の整備 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

事業所への啓発活動 

事業所での男女格差解消に向

けた積極的改善措置（ポジテ

ィブアクション）、労働時間

短縮やフレックスタイム制な

どの多様な働き方について啓

発し、非正規雇用に関して雇

用環境の向上が図られるよう

関係機関と連携する 

政策企画課 Ａ 
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防災分野への女性の参画を拡大し、男女それぞれの立場にたった視点を取り

入れていくことなど、災害時に備えて男女共同参画を推進します。 

施策の方向１  

防災分野における女性の参画拡大 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

防災士の育成支援 

町の地域防災力の向上を図る

ため、防災士の育成支援を行

う 

総務課 Ｃ 

消防団における男女

共同参画の拡大 

公設女性消防団を組織し女性

消防団員の加入促進を図る 
消防本部 C 

地域住民の防火防災

意識を高めるため、

少年や婦人の防火ク

ラブの活動費を助成 

現在、設立されている少年・

婦人防火委員会を活用して、

加入促進を図る 

消防本部 A 

 

施策の方向２  

防災対策・避難所の運営・相談支援などへの女性の視点の確保 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

災害時における避難

所等の運営訓練等の

実施 

避難所の開設・運営において

は、男女のニーズの違いや子

育て家庭等のニーズに配慮す

ることが必要であることか

ら、災害時に避難所を円滑に

開設・運営できるよう訓練等

を行う 

総務課 Ｃ 

 

 

■ 重点目標６ 防災・災害時における男女共同参画の推進 
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 性別・年齢・障がいの有無などに関わらず、誰もが生きがいをもって希望す

る地域活動に参画できることを目指し、地域活動などについての情報発信を行

います。 

施策の方向１  

幅広い年齢層の男女の地域活動への参画推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

ボランティア活動な

どの情報の提供 

町内で行われる各種ボランテ

ィア活動や NPO 活動等の情

報提供を行う 

政策企画課 Ｃ 

 

 

 

国際化が進む中、外国から来られた方が安心して生活・活動できる環境の整

備に努めます。 

施策の方向１  

国際的視点に立った男女共同参画の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

小学校への外国語指

導助手の派遣 

小学校現場での国際交流の進

展を目的とした外国語指導助

手を派遣する 

教育課 A 

外国をルーツとする

子どもへの支援 

日本語本来の意味を理解でき

ない、外国をルーツとする児

童・生徒の学習・生活をサポ

ートするため、必要に応じて

県の機関と連携しボランティ

アの派遣を行う 

教育課 Ａ 

 

■ 重点目標 7 地域における男女共同参画の推進 

 

■ 重点目標８ 国際的視点に立った男女共同参画の推進 
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家族経営協定などにより、農山漁村における女性の就労環境改善を図るとと

もに、政策・方針決定過程への女性の参画促進に取り組みます。 

施策の方向１  

女性の主体的な経営参画推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

家族経営協定の普及

促進 

家族経営協定について啓発

し、協定の締結を促進する 
産業課 Ａ 

農業委員会の女性委

員の登用の推進 

女性委員登用数を1名から複

数名登用を目指す 
産業課 Ｃ 

農水産品を活用した

地産地消の支援 

生活研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ連絡協議会へ

の補助金を継続する 
産業課 A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 重点目標９ 農山漁村での男女共同参画の推進 
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【基本目標Ⅲ】 男女の安全・安心対策の推進 

男女の人権の尊重は、男女共同参画社会形成の基本ですが、現実には配偶者

やパートナー・恋人など、男女間のドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）、

デートＤＶ、セクシュアル・ハラスメントなどさまざまな課題があります。 

住民アンケートでＤＶの経験について尋ねたところ、少数ながらどの質問で

も「経験がある」と答えた人がおり（図表４）、またその中にはそのことを

「相談したくても相談できなかった」と答えた人がいました（図表５）。子ど

もや高齢者に対する虐待も同様ですが、男女間の暴力は問題が表面化しにくい

ことから、防止のための啓発活動、相談窓口の周知と相談体制の確保、被害者

保護と自立支援が大変重要といえます。 

 

図表４ あなたはパートナーから、次のようなことをされた経験があります

か？あてはまる番号に１つずつ○をつけてください。 

※網掛けは±５％以上 何回もあった 1・2 回あった まったくない 無回答 

(1) 
命の危険を感じるくらいの暴行を

うけた 
0.8% 1.4% 85.6% 12.1% 

(2) 
医師の治療が必要となる程度の暴

行をうけた 
0.6% 2.0% 85.6% 11.9% 

(3) 
医師の治療が必要とならない程度

の暴行をうけた 
0.8% 5.4% 81.9% 11.9% 

(4) 何を言っても無視され続けた 4.2% 7.3% 76.0% 12.4% 

(5) 
交友関係や電話を細かく監視され

た 
1.7% 5.4% 79.9% 13.0% 

(6) 
「だれのおかげで生活できるの

だ」などと言われた 
2.8% 9.3% 76.0% 11.9% 

(7) 大声でどなられた 7.6% 18.4% 62.7% 11.3% 

(8) 
「おまえは、バカだ」など言葉の

暴力をうけた 
5.6% 9.0% 74.0% 11.3% 
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図表５パートナーから受けたＤＶについて誰かに打ち明けたり、相談したりし

ましたか？ 

【目標値】 

内 容 現状値(H26実績) 目標値(H32) 

DV 相談専門研修会への参加 1回 2回 

要保護児童対策実務者会・連絡会等

の開催（参加）回数 
１２回 1５回 

歩行困難者用駐車場整備箇所 0箇所 10箇所 

高齢者の在宅生活を支える仕組み

を考えるための協議体の数 
０ １団体 

シルバー人材センター会員登録人

数 
４２８人 ４６０人 

介護予防サポーター数 １５４人 ２２０人 

認知症サポーター数 ９３５人 １，０２０人 

認知症高齢者を見守るネットワー

クづくり協力団体数 
０ ２０団体 

ウォーキングイベント参加者数 70人 100人 

スポーツ教室参加者数 100人 200人 

(9) 
見たくないのにポルノビデオやポ

ルノ雑誌を見せられた 
0.3% 1.1% 85.9% 12.7% 

(10) 避妊に協力しない 0.3% 2.8% 84.5% 12.4% 

(11) 
嫌がっているのに性的な行為を強

要された 
3.4% 8.2% 77.1% 11.3% 

【H27男女共同参画に関する住民アンケート調査 問 17 N＝女性 97、男性 23】 

 

【H27男女共同参画に関する住民アンケート調査 問 16 N＝347】 
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あらゆる暴力を根絶するための基盤づくりを進めるとともに、被害者支援体

制の充実を図ります。 

 

施策の方向１  

男女間の暴力の問題に関する広報・啓発 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

様々な媒体を通じた

啓発の実施 

広報・ホームページ等を活用

して啓発活動を行う 
福祉保健課 B 

携帯電話・スマート

フォン等の正しい利

用の仕方の啓発 

インターネット有害情報から

子どもたちを守るため、保護

者が果たすべき役割等につい

て学ぶ学習会を提供する 

教育課 A 

 

施策の方向２  

男女間の暴力の防止及び被害者支援の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

相談機能の強化及び

県との連携強化 

DV相談に係る担当者の専門

研修参加等により相談機能を

強化するとともに、情報収集

や各種制度の活用について県

と連携、効果的な支援を行う 

福祉保健課 A 

 

施策の方向３  

児童虐待防止に向けた対策の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

児童虐待に対する知

識の普及啓発 

家庭訪問時や母子健診時の相

談体制の充実及び早期発見 
保健センター A 

児童虐待に関する相

談支援体制の充実 

要保護児童対策部会における

ケース支援及び関係機関との

連携強化を行う 

福祉保健課 Ａ 

■ 重点目標１０ 男女間のあらゆる暴力の根絶 
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施策の方向４  

セクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメントなどの防止

対策の推進 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

セクシュアル・ハラ

スメントなどの防止

に関する情報の収集

と提供 

セクシュアル・ハラスメント

などの防止に関する取組事例

などの情報を収集し、町内事

業者等へ提供する 

政策企画課 Ｂ 

母子健康手帳交付時

に情報提供 

母体保護の制度や、産前・産

後休暇、育児休業についての

チラシの配布。母子健康手帳

交付時に勤務状況の聞き取り

を行う 

保健センター Ｂ 

 

 

 

女性は妊娠や出産など、生涯を通じて男性とは異なる健康上の問題に直面し

ます。女性が妊娠・出産期、乳幼児期・学童期・青年期・壮年期・高齢期とい

ったライフステージに合わせて、健康管理・健康づくりに取り組むことのでき

る環境を整備します。 

 

施策の方向１  

生涯を通じた女性の健康支援 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

女性のがん検診受診

率向上 

休日検診の実施、検診実施機

関の拡充及び節目（無料）検

診を実施する 

保健センター A 

ウォーキングイベン

トの実施 

「町民あるけあるけ大会」「フ

ァミリー健康ウォーク」を実

施する 

教育課 A 

■ 重点目標１１ 生涯を通じた女性の健康支援 
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各種健康教室の実施 

10月を「町民健康増進月間」

と位置付け、毎週スポーツ教

室を行う 

教育課 A 

町体育協会への支援 

スポーツ活動の普及促進を図

るため、事務局を担当すると

ともに、補助金を支出する 

教育課 A 

 

 

 

 

ひとり親家庭や障がいがあることなど様々な理由により、生活上困難な状況

におかれている人々が安心して生活できる環境の整備を図ります。 

施策の方向１  

貧困など生活上の困難に直面する人への支援 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

生活困窮者支援制度

等との連携 

社協にて実施の同制度や他の

諸制度との連携協力を行う 
福祉保健課 Ａ 

 

施策の方向２  

高齢者・若年者・障害者等への支援 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

重度心身障害者等医

療費助成対象者の負

担軽減 

全ての該当者に対して医療費

の現物給付化を行う。ただし、

システム上の理由により対応

不可のため後期高齢者は除外

する 

住民課 Ｂ 

高齢者の在宅生活を

住民自らが支えあう

地域づくりの推進 

高齢者の在宅生活を支える仕

組みを考えるための協議体を

設置する 

福祉保健課 Ｂ 

■ 重点目標１２ 困難を抱えたあらゆる人々が安心して暮らせる 

環境の整備 
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高齢者の就労支援 
シルバー人材センターの会員

登録数を増やす 
福祉保健課 Ａ 

介護予防サポーター

の養成 

講座を開催し、介護予防等へ

の協力者を増やす 
福祉保健課 Ａ 

認知症サポーターの

養成 

講座を開催し、認知症の理解

者を増やす 
福祉保健課 Ａ 

認知症高齢者を見守

るネットワークづく

り 

徘徊などで行方不明となる高

齢者の見守りのネットワーク

を構築する 

福祉保健課 Ｂ 

窓口体制の強化 
障害者や高齢者、若年者の立

場に立った窓口対応を行う 
全課 Ｂ 

障害者等に対応した

環境整備 

障害者差別解消法を踏まえ、

庁舎その他公共施設の段差解

消やトイレ等の整備を行う 

全課 Ｃ 
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【基本目標Ⅳ】 推進体制の強化 

男女共同参画社会の実現に向けた取組みは、教育、労働、福祉、医療等、非

常に広範囲な領域にわたっています。そのため、各領域を横断的にとらえて推

進する体制の整備・強化が不可欠です。男女共同参画社会の実現に向けて着実

に進んでいくため、プランの進行管理を強化し、町役場が男女共同参画のモデ

ルとなるよう努めます。 

 

【目標値】 

内 容 現状値(H26実績) 目標値(H32) 

男女共同参画推進会議開催回数 O 回 １回 

男女共同参画講演会開催参加人数 40人 50人 

 

 

 

 

本プランの効果的な推進を図るため、町役場の内部と外部に推進会議を設置

し、プランの進行を管理します。 

 

施策の方向１  

男女共同参画推進会議の充実 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

男女共同参画推進会

議の設置・開催 

学識経験者、団体代表、市民

で構成される男女共同参画推

進会議を設置し、事業実施状

況などの報告を行う 

政策企画課 Ｂ 

 

 

■ 重点目標１３ 推進体制の強化 
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施策の方向２  

庁内推進体制の強化 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

町民・町職員を対象

とした研修の実施 

年１回、町民・町職員を対象

とした講演会を行う 
政策企画課 Ａ 

男女共同参画関係会

議や研修への参加 

県や他市町開催の研修会に参

加する 
政策企画課 A 

女性活躍推進法に基

づく特定事業主行動

計画の策定・推進 

女性活躍推進法、特定事業主

行動計画を策定し、推進する 
町長公室 Ａ 

 

施策の方向３  

プランの進行管理の強化 

具体的な取組み 取組みの内容 担当部署 実施区分 

推進の内容の進捗状

況の公表 

計画の中で定めた目標値等の

進捗状況の公表を行う 
政策企画課 Ｂ 

 

 


